
林地残材の販売について 

 

 

 

令和２年４月１３日 

公益社団法人木曽三川水源造成公社 

 

 

 

 当公社では、利用間伐事業実施後に、搬出材の集積ポイント等に残った曲がり材、根元材、

梢端材、枝条など林地残材を、現地で買い取りして頂ける事業者を募集します。 

 

 

 

■目的 

 公社造林地における利用間伐事業実施後に、搬出材の集積ポイント又は森林作業道沿い

等に残った曲がり材、根元材、梢端材、枝条など林地残材を現地販売することにより、バイ

オマス発電の燃料用など木材の有効活用を図ります。 

 

■事業地の概要 

 事業地番号：① 

 所 在 地：岐阜県郡上市大和町内ヶ谷字下平地内 

 残材の樹種：スギ・ヒノキ 

 残材の体積：１０㎥程度※ 

  ※主な残材は森林作業道沿いに残った枝条です。 

 

 事業地番号：② 

 所 在 地：岐阜県郡上市大和町内ヶ谷字棚本地内 

 残材の樹種：スギ・ヒノキ 

 残材の体積：１０㎥程度 

  ※主な残材は台風による風倒木です。 

 

■販売の条件 

 ・林地残材の回収・搬出できる期間は令和２年１１月３０日までとする。 

 ・作業中に立木を損傷しないこと、また、林地の保全に配慮すること。 

 ・林道又は作業道を損傷しないこと。（例えば、雨や雪で路面が軟弱になっているような 

場合は、路面が乾くまで作業を控えるなど。） 



  ・買取者の作業により、材価に影響を及ぼすような立木の損傷があった場合、又は林地、 

作業道に著しい損傷が認められた場合は、買取者は公社の基準により賠償又は現地

の復旧を行うこと。 

・現地に移動式破砕機を持ち込んで作業することを希望する場合は実施場所等につい

て、事前に公社の承認を得ること。 

・図面で示した区域以外から回収・搬出を行わないこと。 

・作業中、公社職員が現地の状況確認を行う場合には、対応すること。 

・販売数量の確認のため、販売先から交付された受取伝票等客観的に数量が把握できる

書面の写しを提出すること。 

・林地残材販売事業実施要領に基づき、着手予定日や作業スケジュールについての事前

連絡及び完了後の報告を速やかに行うこと。 

・風倒木の持ち出しをする際に、倒れかけの立木を伐採する必要がある場合は、自身と

周囲の安全に注意すること。 

 

■現地説明 

  ・現地説明を希望する場合は下記の連絡先にご連絡をお願いします。なお、現地説明へ

の参加は必須ではありません。 

  ・現地説明への参加を希望される事業者は、下記の連絡先にご連絡下さい。 

   （連絡先 ０５７５－３３－４０１１ 木曽三川水源造成公社 業務課 担当橋本） 

 

■最低価格 

  ・販売を行う最低価格（最低単価）は１，０００円／トン（消費税別）とする。 

 

■買取者の決定方法 

１．買取を希望される事業者様は、以下のア～エの書類を木曽三川水源造成公社（以下、「公

社」という。）へ提出してください。 

  ア 買取申込書（様式１） 

  イ 労働保険料等納入通知書等労災保険への加入のわかる書類の写し 

  ウ 法人にあっては登記事項証明書（発行後１年以内のものに限る。）および印鑑証明 

書、個人にあっては印鑑証明書 

  エ 暴力団または暴力団員等でない旨の別に定める様式による誓約書（様式２） 

  ※イ～エは、岐阜県入札参加指名業者については提出不要とします。また、同一年度内

に複数回の買取申し込みをする場合は、内容に変更があった場合を除き、２回目以降

の申し込み時には提出不要とします。 

 

２．公社は、買取申込者の中から、次項の資格を満たし、かつ、買取申込書に記載された１

トン当たりの買取希望価格が最も高い事業者様を買取者に決定することとします。 

 



３．公社は、上記期限内に買取申込書の提出があった事業者様に対し、申込後２週間以内に、

買取者に決定したか否かを、電話等で連絡いたします。 

 

■応募資格者の要件 

応募（見積合わせ）に参加する資格（以下「資格」という。）を有する者は、買取申込

書を提出する日において、以下の①から⑧までの全ての要件を満たす者とします。 

① 岐阜県内に本社、本店または活動拠点を置いている法人等であること。 

② 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に該当しない者

であること。 

③ 役員に次のア又はイのいずれかに該当する者がないこと。 

ア 破産者で復権を得ない者 

イ 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなっ 

た日から２年を経過しない者 

④ 次のアからウまでのいずれかに該当する者でないこと。 

ア 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ 

れているもの。（同法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者で、同法第 

１７４条第１項の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く） 

   イ 会社更生法（平成１４年法律第７５号）に基づき再生手続開始の申立て（同法附 

則下同じ。）がなされている者（同法に基づき葉さん手続き開始の申立てがなされて 

いる者で、同法第１９９条第１項若しくは第２項又は第２００条第１項の規定によ 

る再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

     ウ 破産法（平成１６年法律第７５号）に基づき破産手続開始の申立てがなされた者

及びその開始決定がされている者（同法附則第３条第１項の規定によりなお従前の

例によることとされる破産事件に係るものを含む。） 

⑤ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

２号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者でないこと。 

⑥ 下記のアからカまでのいずれかに該当する者でないこと。 

ア 役員等が暴力団員であるなど、暴力団がその経営又は運営に実質的に関与してい 

る法人等 

   イ 役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用している法 

人等 

   ウ 役員等が、その属する法人若しくは第三者の不正な利益を図る目的若しくは第三 

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用している法人等 

   エ 役員等が、暴力団若しくは暴力団員等に対して資金等を提供し、もしくは便宜を 

供与するなど直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与してい 

る法人等 

   オ 役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関 

係を有している法人等 



   カ 役員等が、暴力団若しくは暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している 

業者であることを知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約を 

締結し、これを利用している法人等 

⑦ 法令等の規定による官公署の免許、許認可を受けている必要がある機械等を使用する

場合は、当該免許、許可、認可を受けていること。 

⑧ 現場で作業に従事する者について、労働者災害補償保険に加入していること。 

 

 

■買取申込書提出先、及び問い合せ先 

  〒５０１－３７５６ 

     美濃市生櫛１６１２番地２ 岐阜県中濃総合庁舎内 

     公益社団法人木曽三川水源造成公社 業務課 

     ０５７５－３３－４０１１ 内線４０７  担当 橋本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



林地残材販売事業 実施要領 

 

この要領は、公益社団法人木曽三川水源造成公社（以下「公社」という。）が、公社事業

地において利用間伐事業実施後に、搬出材の集積ポイント等に残った曲がり材、根元材、梢

端材、枝条など林地残材（以下「林地残材」という。）を販売するために必要となる事項を

定めるものとする。 

 

第１ 事業目的 

公社事業地の林地残材を有効活用するために、事業地において林地残材の販売を行う。 

 

第２ 事業内容 

買取者は、指定する公社事業地において、林地残材の回収、運搬車両への積み込みを行い、

木質チップや木質バイオマス燃料等に活用する。 

 

第３ 募集 

（１）買取者の募集方法 

公募型とする。 

（２）販売内容 

林地残材の販売を行う事業地の概要を、公社ホームページに掲載する。 

 

第４ 参加資格要件 

当該見積合わせに参加できる者は、以下の①から⑦までの全ての要件を満たす者とする。 

①岐阜県内に本社、本店または活動拠点を置いている法人等であること。 

②地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に該当しない者であ   

 ること。 

③役員に、次のア又はイのいずれかに該当する者がないこと。 

ア 破産者で復権を得ない者 

イ 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日

から２年を経過しない者 

④次のアからウまでのいずれかに該当する者でないこと。 

ア 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされて

いる者（同法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者で、同法第１７４条第１

項の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て（同法附則

第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係るものを含む。以

下同じ。）がなされている者（同法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者で、

同法第１９９条第１項若しくは第２項又は第２００条第１項の規定による更生計画認

可の決定を受けている者を除く。） 



ウ 破産法（平成１６年法律第７５号）に基づき破産手続開始の申立てがなされた者及び

その開始決定がされている者（同法附則第３条第１項の規定によりなお従前の例によ

ることとされる破産事件に係るものを含む。） 

⑤暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第 

２号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者でないこと。 

⑥下記のアからカまでのいずれかに該当する者でないこと。 

ア 役員等が暴力団員であるなど、暴力団がその経営又は運営に実質的に関与している

法人等 

イ 役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用している法人等 

ウ 役員等が、その属する法人等若しくは第三者の不正な利益を図る目的若しくは第三

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用している法人等 

エ 役員等が、暴力団若しくは暴力団員等に対して資金等を提供し、若しくは便宜を供与

するなど直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している法人

等 

オ 役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係

を有している法人等 

カ 役員等が、暴力団若しくは暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している業

者であることを知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結

し、これを利用している法人等 

⑦法令等の規定による官公署の免許、許可又は認可を受けている必要がある機械等を使用

する場合は、当該免許、許可、認可を受けていること。 

 

第５ 提出書類 

買取希望者は、以下の書類を公社が定めた期限までに提出することとする。 

ア 買取申込書（様式１） 

  イ 労働保険料等納入通知書等労災保険への加入のわかる書類の写し 

  ウ 登記事項証明書（発行後１年以内のものに限る。）および印鑑証明書の写し 

  エ 誓約書（買取希望者が地方自治法第１５７条第１項に規定する公共的団体等（森林

組合等）の場合を除く。） 

  ※イ～エは、岐阜県入札参加指名業者については提出不要とする。また、同一年度内に

複数回の買取申し込みをする場合は、変更があった場合を除き、２回目以降の申し込

み時には提出不要とする。 

 

第６ 買取者の決定 

（１）見積合わせ 

   買取申込書の提出により、見積合わせを行う。 

（２）買取者の決定 

第４の資格を有すると認められた者で、かつ、買取申込書に記載された１トン当たり



の買取希望価格が最も高い事業者を、買取者に決定する。 

（３）買取者決定の連絡 

公社は買取者の決定後は、すべての参加者に対し、買取者に決定したか否かを、すみ

やかに連絡する。 

 

第７ 契約 

  買取者と公社は、買取単価と契約期間等を定めた契約（様式３）を締結する。 

 

第８ 事業の実施 

（１）作業スケジュール表の提出 

   買取者は、現地の作業着手前に、作業予定表（様式４）を提出する。 

（２）作業完了の連絡 

   買取者は、現地の作業が完了した際は、すみやかに公社担当者へ連絡する。 

（３）実績報告 

   買取者は、材の販売等が完了した日から７日以内に、以下の書類を提出する。 

   ・実績報告書（様式５） 

   ・搬出量（トン数）が確認できる書類（販売先から交付された受け取り伝票等、客観

的に数量が把握できる書面の写し。） 

 

第９ 事業の確認、支払い 

（１）事業の確認 

   公社は、作業完了の連絡後、必要に応じて現地の状況を確認することとするとともに、

実績報告書により搬出数量を確認する。 

（２）現地の原状回復 

公社の現地確認の結果、作業の影響による立木の損傷や、林地、作業道の著しい損傷

が認められた場合は、買取者は公社の基準により賠償又は現地の復旧を行う。 

（３）買取額の請求 

   公社は、確認した搬出数量に契約単価を乗じた金額（以下、「買取額」という。）を、

買取者へ請求する。 

（４）支払い 

   買取者は、公社から請求を受けた日から１４日以内に、買取額を公社へ支払う。 

 

第１０ その他 

（１）買取者は、事業実施に伴い法令等の規制がある場合は、関係機関等との調整および許

認可申請を行う。 

 

 

 



付則 

（施行期日） 

１ この要領は平成２９年３月１７日から施行する。 

２ この要領は平成２９年１２月１２日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（様式１）     

木曽三川水源造成公社林地残材買取申込書   

   令和  年  月  日  

公益社団法人木曽三川水源造成公社    

 理事長 髙 井 哲 郎 様    

  （買取申込者）  

    住    所  

    商号又は名称  

    代表者氏名 印 

    電話番号  

     

 下記のとおり買取を希望しますので、申し込みします。  

     

  記   

＜買取希望内容＞     

 事業地番号   

 事業地名   

 買取希望価格  1トン当たり                   円 

 買取予定数量     トン 

 予定販売先   

 移動式破砕機の 

 持ち込み予定 
 有  ・  無     いずれかに○を付けてください 

 積算見込み内訳 

  販売収入見込額           円／トン 

  回収作業費用             円／トン 

  運搬費用               円／トン 

 作業予定期間      年  月  日～     年  月  日  

     

 担当者職氏名   

 連絡先   

注：買取事業地１箇所につき１枚提出すること。   



（様式２） 

誓  約  書 

 

私は、下記の事項について誓約します。 

なお、公益社団法人木曽三川水源造成公社が必要な場合には、岐阜県警察本部に照会するこ

とについて承諾します。 

記 

 

自己または自社もしくは自社の役員等が、次の各号のいずれにも該当する者ではありません。 

 

(１)地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項に該当する者 

(２)禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から

２年を経過しない者 

(３)民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている

者（同法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者で、同法第１７４条第１項の規

定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

(４)会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て（同法附則第２

条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係るものを含む。以下同じ。）

がなされている者（同法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者で、同法第１９

９条第１項若しくは第２項又は第２００条第１項の規定による更生計画認可の決定を受け

ている者を除く。） 

(５)破産法（平成１６年法律第７５号）に基づき破産手続開始の申立てがなされた者及びその

開始決定がされている者（同法附則第３条第１項の規定によりなお従前の例によることと

される破産事件に係るものを含む。） 

(６)暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴

対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）である者。 

(７)役員等（岐阜県が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱（以下「暴排措置要綱」とい

う。）第２条第９項に規定する役員等をいう。以下同じ。）が、暴力団員（暴対法第２条第６

号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるなど、暴力団がその経営又は運営に実質的

に関与している者。 

(８)役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用している者。 

(９)役員等が、その属する法人等（暴排措置要綱第２条第８号に規定する法人等をいう。以下同

じ。）若しくは第三者の不正な利益を図る目的若しくは第三者に損害を加える目的をもって、

暴力団又は暴力団員等（暴排措置要綱第２条第７号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）

を利用している者。 

(10)役員等が、暴力団若しくは暴力団員等に対して資金等を提供し、若しくは便宜を供与するな

ど直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者。 

(11)役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有し

ている者。 

(12)役員等が、暴力団若しくは暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している業者である

ことを知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結し、これを利

用している者。 

 



 

                               令和  年  月  日 

 

 

公益社団法人木曽三川水源造成公社 理事長          様 

 

 

 

    〔事務所所在地〕 

                                 

  

    〔法人・団体名、代表者名〕 

      （ふりがな） 

                              ○印  

 

    〔代表者の生年月日・性別〕 

      生年月日            年  月  日 性別（男・女） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事業地番号①

未舗装路

県道５２号線

郡上市役所

郡上市役所

大和庁舎



県道
林道・作業道

大和町内ヶ谷　社有林位置図　林道表示 凡例 社有林

頂上（見晴台）

小屋

県道52号線

ゲート

事業地番号①

事業地番号②



主に枝

主に枝

主に枝

スギ・ヒノキの残材

スギ・ヒノキの残材

スギ・ヒノキの残材

①

事業名 未利用材の現地販売事業

事業地番号

未利用材の現地販売事業
事業地 郡上市大和町内ヶ谷字下平地内

事業名

事業地 郡上市大和町内ヶ谷字下平地内

備　考

事業地番号 ①
事業地
事業名

郡上市大和町内ヶ谷字下平地内

未利用材の現地販売事業

35；45；47
136；50；22（経度）

（緯度）

（緯度）35；45；46
（経度）136；50；22
備　考

事業地番号 ①

（緯度）35；45；47
（経度）136；50；23
備　考



主に倒木ですが、倒れか

けの立木もあります。

主に倒木ですが、倒れか

けの立木もあります。

主に倒木ですが、倒れか

けの立木もあります。

136；50；51

スギ・ヒノキの風倒木

スギ・ヒノキの風倒木

スギ・ヒノキの風倒木

35；46；23
（経度）
備　考

事業名

（緯度）

備　考

事業地番号 ②
事業地 郡上市大和町内ヶ谷字棚元地内

（経度）

事業地 郡上市大和町内ヶ谷字棚元地内

事業名

事業地 郡上市大和町内ヶ谷字棚元地内

事業名 未利用材の現地販売事業

事業地番号 ②

（緯度）35；46；24
（経度）136；50；49
備　考

事業地番号 ②

（緯度）35；46；23

未利用材の現地販売事業

未利用材の現地販売事業

136；50；51


